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（11）帝離の要因   

財政収支の実績と将来見通しの帝離について、各制度が年金数理部会に報告した   

要因を次にまとめておく（図表3－2－12）。各制度とも賃金上昇率や物価上昇率、被  

保険者数が見込みとずれたことを、共済では運用利回りの臭績が低かったことを帝   

離の要因に掲げている。  

図表3－2－12 財政収支 一平成16年度－  

収  入  支  出  
年度末 

区分  収支残   

兆円  兆円   兆円   兆円  兆円   兆円   兆円  兆円  兆円   兆円   兆円  

実績推計  20．2  ［4．1］  4．4  ［2臥6］   21．1  10．8  0．2  32．1  ［△3．5］  ［171．1］  

見通し   26．7  6．6   4．8  38．2   23．1  11．9  0．3  35．2  3．0  190．2  

実練／見通し％  △24．5  △37．8  △9．8  △25．0  △8．5  △9．1  △23．8  △8．8  △217．4  △10．1  

・被保険者数  ・名目運用利  ・年金改定率  
の減少  回りの低下  の低下  
（見通しより  （見通しより  （平成10年  

厚  8％程度減  低下、3．57％  度以降の累積  

生  
少）  ・→2．73％）  が見通しより  
・貸金上昇率  （貸金上昇率  7％程度低  

年  の低下  を上回る実質  下）  ・年金改定率  
的な運用利回  ・被保険者期  
りは財政再！十  間の減少、汁  

金                                                                                                     差が生じた 主な要因         （平成10年 産以降の累積 が見通しより  井の前提を確  求遅れ分（再  
12％程度低  保）   計算上は支給  
下）  開始年齢到達  

時から即時払  
いの前提）   

億円  億円   億円   億円  億円   億円   億円  億円  億円   億円   億円  

実績  10，218  1，729  2，109  7，177  21，234  16，779  4，192  167  21，138   96  87，034  

国 共                                                   見通し   11，851  1，764  3，473  6，666  23，754  18，140  4，379  25  22，544  1，211  89，168   

済  実績／見通し％  △13．8  △2．0  △39．3   7．7  △10．6  △7．5  △4．3  568．6  △6．2  △92．1  △2．4  

差が生じた  
主な要因   

運用利回り  年金改定率  

億円  億円   億円   億円  億円  億円   億円  億円  億円   億円   億円  
29，735  7，534  16，300  53，569  38，873  11，235  1，140  51，248  2，322  380，619  

地 共  実績                                                 見通し   36，654  16，245  17，758  70，656  45，534  11，478  292  57，303  13，353  420，918   

済  実練／見通し％  △1臥9  △53．6  △8．2  △24．2  △14．6  △2．1  290．3  △10．6  △82．6  ．△9．6  

差が生じた  
主な要因   運用利回り  年金改定率  

‘億円  億円   億円   億円  億円   億円   億円  億円  億円   億円   億円  

私  実績  2，758  190   738   509  4，194  2，252  1，401  240  3，893   301  32，102   

学  見通し   3，000  198  1，383   486  5，067  2，300  1，347  51  3，698  1，369  35，944   

共   実練／見通し％  △8．1  △4．0  △46．7   
済  

4．7  △17．2  △2．1   4．0  368．7  5．3  △78．0  △10．7  

差が生じた   賃金上昇率  
主な要因  

運用利回り  

兆円  兆円   兆円   兆円  兆円   兆円   兆円  兆円  兆円   兆円   兆円  

実績推計  1，9  ［0．3］   1．5  ［3．7］   0．1   3．5  0．1  3．7  ［△0．0］  ［11．7］  

見通し   1．9  0．4   1．7  4．0   0．1   3．9  0．1  4．0  △0．0  12．6  

実績／見通し％   1．3  △38．4  △8．4  △7．0  △9．3  △8．6  84．5  △7．3  △53．1  △6．7  
・納付率の低  ・基礎年金拠  ・確定値は  ・基礎年金  
下（見通しよ  出金に係る国  3，7兆円（決  拠出金の差  

国  
り低下、82．9％  直角檀分  算値は当年度  による  
→63．6，i）  概算分と前々  

民  ・被保険者の  年度精算分）  

年  
増加（見通し  ・年金改定率  

の低下（平成  

金                                                                                                  差が生じた  10年度以降  
の累積が見通  

主な要因  しより7％程  
度低下）  
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3 財政指標の実績と将来見通しの比較  

（1）年金扶養比率 一私学共済、国民年金以外は実績が将来見通しを下回った一  

厚生年金を始め、国共済、地共済の年金扶養比率は、平成12～16年度のいずれ  

も、実績が将来見通しを下回った（図表3－3－1、3－3－2）。将来見通しとの差は厚生  

図表3－3－1年金扶養比率  

厚生年金   国共済   地共済   私学共済   国民年金  

年度末  
実績l見通し  実績l見通し  実績l見通し  実績l見通し  実績l見通し   

平成   

7   5．13   1．99   2．73   9．69   4．18   

8   4．92   1．97   2．66   9．04   4．02   

9   4．44   1．95   2．58   8．44   3．85   

10   4．20   1．92   2．51   7．93   3．71   

3．99   1．95   2．46   7．48   3．59   

12   3．78   3．96  1．94  1．97  2．38   2．43  7．01  6．91  3．44   3．36   

13   3．53   3．75  1，90  1．96  2．30   2．36  6．63   6．59  3．31  3．20   

14   3．36   3．63  1．85  1．96  2．22   2．30  6．86   6．65  3．17   3．07   

15   3．19   3．45  1．81   1．96  2．15   2．24  6．46   6．39  3．07   2．96   

16   3．10   3．30  1．77  1．94  2．06   2．19  6．15   6．12  2．97   2．87   

注1 財政再計算との比較のため、実績は受給者ベースで算出している。  

注2 国共済については、平成8年度末から平成10年度末の実績に関して、受給権看べ－スの数値を記載し  

ている。  

注3 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した。  

図表3－3－2 年金扶養比率  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

年金が最も大きく、平成16年度では将来見通し3．30に対し実績3．10と、実績が  

将来見通しを0．20下回った。また、国共済と地共済の将来見通しとの差は0．03～  

0．17程度で推移している。   

厚生年金の年金扶養比率が平成12～16年度で将来見通しを大きく下回ったのは、  

分母の老齢・退年相当受給者数の実績が将来見通しを0．3～2．7％下回ったものの、  

分子の被保険者数が将来見通しを6．1～8．2％と、それ以上に下回ったためである  

（図表3－3－3）。これは、受給者数に比べ、被保険者数は景気の影響を受けやすいた  

図表3－3－3 年金扶養比率  

実績と平成11年財政再計算における見通し  

厚生年金   国共済   地共済  
項目  年度末          実績：再計算   差 ：割合  実績：再計算  差 ：割合  実績：再計算  差 ：割合    ：  

① ②   （D－②：（①－②）／②  ①   ②  の一②：（（‡ト②）／虐）  ①   ②  の－②：（の－②）／②   

平成   ％   ％   ％  
3．78  3．96 △0．18  △4．5  1．94  1．97 △0．03  △1．5  2．38   2．43 △0．05  △2．1  

年金扶養比率                                      3．53  3．75 △0．22  △5．9  1．90  1．96 △0．06  △3．1  2．30  2．36 △0．06  △2．5   
（受給者ベース）    3．36  3．63  △0．27  △7．4  1．85  1．96 △0．11 △5．6  2．22  2．30 △0．08  △3．5   
（Ⅹ／Y）    3．19  3．45  △0．26  △7．5  1．81 1．96 △0．15  △7．7  2．15  2．24 △0．09  △4，0  

j 16 3．10  3．30 △0．20  △6．1  1，77  1．94 △0．17  △8．8  2．06  2．19 △0．13  △5．9   
平成   千人  千人  千人  ％  千人   千人   千人  ％  千人   千人   千人  ％  
32，192 34，300 △2，108  △6．1  1，119 1，122  △3  △0．3  3，239  3，326  △87  △2．6  

被保険者数  

32，144 35，000 △2，856  △8．2  1，102 1，122  △20 △1．8  3，181 3，326 △145  △4．4  

（Ⅹ）  

32，49134，900 △2，409  △6．9  1，086 1，122  △36  △3．2  3，111 3，326 △215  △6，5   

千    人    人    ％  千人  千人    人    ％  千    人  千人    ％  
8，519 8，700  △181 △2．1  578   570  8  1．4  1，358 1，369  △11 △0．8  

老齢・退年                                                                        8，951 9，200  △249  △2．7  586   571  15  2．6  1，393 1，409  △16  △1．1   
相当受給者数    9，571 9，700  △129  △1．3  594   572  22  3．8  1，430 1，446  △16  △1．1   
（Y）    10，07410，100  △26  △0．3  604   573  31  5．4  1，467 1，482  △15  △1．0  

16  10，49010，600  △110  △1．0  613   577  36  6．2  1，508 1，518  △10  △0．7   

国民年金  

項目  年度末  私学共済      実績：再計算   差 ：割合  実績：再計算  差 ：割合    ①   ②   ①－②：（①－②）／②  ①   ②  ①－②：（①－②）／②   

平成  ％  ％  

7．016．910．10  1．4          3．44 3，36 0．08  2．4  

年金扶養比率                                  6．63  6．59   0．04  0．6  3．31  3，20   0．11  
（受給者ベース）  

3．4  

6．86  6．65   0．21  3．2  3．17   3．07   0．10  3．3   

（Ⅹ／Y）    6．46  6．39   0．07  1．1  3．07   2．96   0．11  3．7  

16  6．15  6．12   0．03  0．5  2．97   2．87   0．10  3．5   

平成   千人  千人  千人  ％  千人   千人   千人  ％  
405．8  404．2  1．6  0．4  70，49169，700   791   1．1  

被保険者数  4．0  1．0  70，168 69，600   568  0．8  

428．8  422．5  6．3  1．5  69，885 69，500  385  0．6  

（Ⅹ）  11，9  2．8  69，740 69，400   340  0．5  

441．5  421．3   20．2  4．8  69，746 69，200  546  0．8   

千人  千人   千人    ％  千人  千人  千人    ％  
57．9  58．5  △0．6  △1．0  20，464 20，800 △336  △1．6  

老齢・退年                                             61．5  61．3  0．2  0．3  21，208 21，700 △492  △2．3   

相当受給者数    62．5  63．6  △1．1 △1．7  22，020 22，600 △580  △2，6   
（Y）    67．3  66．1  1．2  1．8  22，74123，400 △659  △2．8  

1616 71．8  68．8  3．0  4．4  23，455 24，100 △645 △2．7   

注1受給者ベースの年金扶養比率である。  
注2 国民年金については、分子を第1～3号被保険者数、分母を老齢基礎年金等受給者数として算出した。  
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めであり、これらの比である年金扶養比率は、経済環境の変化の影響を受けやすい  

指標であることに留意する必要がある。（厚生年金の財政再計算には、旧農林年金分が  

含まれていないことに留意。）一方、私学共済と国民年金の年金扶養比率は、平成12  

～16年度のいずれも実績が将来見通しを上回った。平成16年度についてみると、  

国民年金は将来見通し2．87に対し実績2．97と、実績が将来見通しを0．10上回り、  

私学共済は将来見通し6．12に対し実績6．15と、実績が将来見通しを0．03上回った。  

いずれも分子の被保険者数が将来見通しよりも多かったことが影響している。  

（2）総合費用率、独自給付費用率一国共済以外は実績が将来見通しを上回った－   

（総合費用率）   

総合費用率は、国共済以外の各制度で、平成12～16年度いずれも実績（実績推計）   

が将来見通しを上回った（図表3－3－4、3－3－5）。差を16年度についてみると、厚生   

年金で2．5ポイント、地共済で0．6ポイント、私学共済で1．7ポイント、それぞれ   

実績（実績推計）が将来見通しを上回った。  

図表3－3－4 総合費用率  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  

年度  実績  

実績   推計  見通し  実績  見通し  実績  見通し  実績  見通し   
平成   ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％  ％   
7  く13．7〉  く18．7〉  〈13．2〉  〈10．8〉   

8  〈14．6〉  く19．2〉  〈13．1〉  〈11．2〉   

9  く15．1〉  く19．1〉  〈13．5〉  く11．8〉   

10  く16．3〉  〈19．5〉  〈14．5〉  〈12．5〉   

く17．0〉  く20．3〉  く15．4〉  〈13．1〉   

12  〈17．9〉 く18．5〉 〈18．4〉    〈20．9〉 く22．0〉   く16．1〉 〈15．9〉   く13．8〉 く13．4〉   

13  く18．8〉 く19．6〉 く19．1〉    く21．5〉 く22．4〉   く16．7〉 〈16．6〉   〈14．3〉 〈13．6〉   

14  く19，8〉 く20．7〉 〈19．4〉    く22．1〉 〈22．6〉   〈17．5〉 く17．4〉   〈14．2〉 く13．2〉  

17．3  18．1 15．7    17．4  17．9   14．4  14．1  11．3   9．6  

く20．7〉  く23．3〉  〈19．1〉 く18．4〉   く15．2〉  

17．8 18．8 （16．3）    17．1（17．5）   15．4 （14．8）   11．5 （9．8）  
く21．3〉  く23．0〉  く20．6〉（く19．3〉）   く15．5〉   

注1 く〉は、標準報酬月額ベースの値である。  

注2 地共済の見通しの総報酬ベースは年金数理部会にて換算した。  

注3 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注4 見通しの平成16年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担の  

うち定額分を加算し、国共済と地共済の財政調整を反映させた場合の数値であり、  

年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較   

実績（実績推計）が将来見通しを上回る結果となったのは、私学共済は分子の「実  

質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見通しを上回り、分母の標準報酬総額が下  

回ったため、その他の制度は分子の「実質的な支出一国庫・公経済負担」が将来見  

通しを下回ったものの、分母の標準報酬総額の方がより大きく将来見通しを下回っ  

たためである（図表3－3－8）。   

厚生年金は、年金扶養比率が将来見通しを下回り、総合費用率が将来見通しを上  

回る結果となっているが、これは、被保険者数と標準報酬総額の減少というここ数  

年の動向が影響しているものと思われる。なお、平成16年財政再計算においては、  

平成14年度の実績値を踏まえ再計算が行われたとの報告を受けているが、いずれに  

せよ、今後の動向を注目する必要がある。  

図表3－3－5 総合費用率  

7  8  9  10  11  12  13  14  15  16   

注 地共済の見通しは、平成15年度以降、総報酬ベース（年金数理部会換算）と標準報酬月   （年度）   

額ベースの両方を掲げた。  

私学共済も厚生年金同様、総合費用率の実績と将来見通しとの差が大きいが、特  

に平成15年度までの上昇ピッチ（グラフでいえば折れ線の傾き）をみると（図表  

3－3－5）、実績の方が将来見通しより大きい。   

国共済の総合費用率は他制度と異なり、平成12～16年度いずれも実績が将来見通  

しを下回っている（図表3－3－4、図表3－3－5）。平成16年度についてみると、将来見  

通し17．5％に対し実績17．1％で、実績が将来見通しを0．3ポイント下回った。これ  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

は、分母の標準報酬総額が他制度と異なり、将来見通しを下回った割合が低い（12  

年度は将来見通しを上回った。）ことによる。分子の「実質的な支出一国庫・公経済  

負担」は、他の制度同様、将来見通しを下回っている（図表3－3－6）。  

（独自給付費用率と基礎年金費用率）   

総合費用率を独自給付費用率と基礎年金費用率に分け、それぞれ将来見通しと比  

較してみると（図表3－3－6）、  

・厚生年金は、平成13年度を除き、独自給付費用率、基礎年金費用率がいずれも  

将来見通しを上回っている。独自給付費用率の方が基礎年金費用率よりも将来  

見通しを上回る幅が大きい。  

・国共済は、平成15年度まで独自給付費用率、基礎年金費用率がいずれも将来見  

通しを下回っていたが、平成16年度は独自給付費用率が将来見通しを下回る  

一方で、基礎年金費用率が将来見通しを上回った。（下回った割合は、独自給  

付費用率の方が大きい。）。  

・地共済は、平成14年度まで独自給付費用率は将来見通しを下回っていたが、平  

成15年度は標準報酬ベースで将来見通しを上回り、平成16年度は標準報酬ベ  

ース、総報酬ベースいずれも将来見通しを上回った。基礎年金費用率は一貫し  

て将来見通しを上回っている。（上回った割合は、基礎年金費用率の方が大き  

い。）。  

・私学共済は、独自給付費用率、基礎年金費用率がいずれも将来見通しを上回っ  

た。  
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図表3－3－6 総合費用率、独自給付費用率、基礎年金費用率  

厚生年金   国共済  

項目  年度        実績：実習計 再芸算 習  再芸算 
‥①②  ＝（①②   

平成   ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  
く17．9〉  く18．5〉  〈18．4〉  く0．1〉  く0．7〉   〈20．9〉  〈22．0〉    く△1．1〉  く△5．1〉  

く18．8〉  く19．6〉  く19．1〉  〈0．5〉  く2．4〉   く21．5〉  く22，4〉    く△0．9〉    く△4．0〉  

1 14 〈19．4〉  く1．3〉  く6．6〉   く22．1〉  く22．6〉    く△0．5〉  く△2．0〉  く19．8〉    く20．7〉  
17．3  18．1  15．7  2．4  15．3   17．4  17．9  △0．5  △2．9   

総合費用率                                                                                                                                                                           15                                         （X／WXlOO）  く20．7〉   く23．3〉  

17・8  18・8  17. 1 
（） （） （）   （） （） （）  

く21．3〉   く23．0〉  

く13．0〉  く13．6〉  〈13．5〉  く0．1〉  く0．8〉   く16．6〉  く17．6〉    く△1，1〉  く△6．0〉  

く13，7〉  く14．5〉  く14．0〉  〈0．5〉  〈3．7〉   〈17．1〉  く17．9〉    〈△0．7〉    〈△4．2〉  

く14．4〉  〈15，3〉  くu．2〉  く1．1〉  〈7．6〉   く17．5〉  く17．9〉    く△0．4〉    く△2．0〉   独自給付  
費用率  12．6  13．4  11，5  1．8  15．8   13．7  14．1  △0．5  △3．2   

（Y／WXlOO）  〈15．1〉   く18．4〉  

12．9  13．9  12．0  1．9  15．8   13・2  （） （） （）  

〈15．4〉   く17．7〉  

く4．9〉  く4．9〉  く4．9〉  く0．0〉  〈0．4〉   く4．3〉  く4．4〉    く△0．1〉  く△1．6〉  

く5．0〉  く5．0〉  〈5．1〉    〈△0．0〉    く△1．0〉   く4．4〉  く4．6〉    く△0．1〉    く△3．2〉  

く5．3〉  く5．2〉  〈0．2〉  く4．6〉  く4．7〉    く△0，1〉  く△2．2〉   
く5．3〉                    く3．6〉                 基礎年金 費用率    4 

．7  4．7  4．1  0．6  14．0   3．7  3，7  △0．1  △1．6   

（Z／WXlOO）  く5．6〉   く4．9〉  

: 16 4・9   4・9  3・9  

（） （） （）  （） （）  （）  

く5．8〉   く5．3〉   

平成   億円  億円  億円  億円  ％   健円  債円  億円  ％  

221，574   230，000   238，000   △8，000  △3．4   11，350  11，679  △329  △2．8  

231，240   241，000   253，000   △12，000  △4．7   11，759  12，259  △500  △4．1  

総合費用  244，147   255，000   268，000   △13，000  △4．9   11，960  12，655  △695  △5．5   

（Ⅹ）  252，364   264，000   285，000   △21，000  △7．4   12，334  13，360   △1，026  △7．7  

260・875  276・000 ）（：） （）   12－118  （（）  ）  

160，726   169，000  174，667   △5，667  △3．2   8，994  9，342  △348  △3．7   

独自給付  
169，208  179，000  185，667  △6，667  △3．6   9，354  9，772  △418  △4．3   

費用  178，173  189，000  196，667  △7，667  △3．9   9，480  10，026  △546  △5．4   

（Y）  183，707  195，000   209，667   △14，667  △7．0   9，736  10，581  △845  △8．0  

189，165   204，000   222，667   △18，667  △8．4   9，331（（；）（：）  

60，848  61，000  63，333   △2，333  △3．7   2，356  2，337  19  0．8   

62，032  62，000  67，333  △5β33  △7．9   2，405  2，487  △82  △3．3  

基礎年金  65，974  66，000  71，333  △5，333  △7．5   2，479  2，629  △150  △5．7   

（Z）  68，657  69，000  75，333  △6，333  △8．4   2，599  2，779  △180  △6．5  

71・710  72仰 言…≡…苧会写……苧 
（）（） （）   2I787  （）（） （）  

く1，240，660〉 く1，241，000〉 く1，293，000〉  く△52，000〉   〈△4．0〉  〈54，319〉   く53，017〉    く1，302〉  く2．5〉   

標準報酬    く1，231，930〉 く1，232，000〉 〈1，325，000〉  く△93，000〉   く△7．0〉  〈54，583〉   く54，638〉  く△55〉  く△0．1〉  

く1，233，692〉 く1，234，000〉 く1，382，000〉 く△148，000〉   く△10．7〉  く54，065〉   く56，046〉  く△1，981〉   く△3．5〉   
（W）  15  △19．7   71，088  74，785   く△3，697〉  く△4．9〉  

〈1，219，199〉   く52，860〉   〈57．527〉  〈△4，667〉   〈△8．1〉  

16   △20．9   70，717  76，679   く△5，962〉  く△7．8〉  

く1，226，226〉   〈52，582〉   く58，984〉  く△6，402〉   く△10．9〉   
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実績と平成11年財政再計算における見通し  

地共済   私学共済  

項目  年度        実穣     再計算  差      割合   実嫌     再計算  差      割合  
①      ②  ①－② ：（①一②）／②   ①  ②  ①【② ：（①－②）／②  

平成   ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％  
〈16．1〉  〈15．9〉  く0．2〉  く1．5〉   く13．8〉  く13．4〉  く0．4〉  く3．0〉  

〈16．7〉  く16．6〉  く0．1〉  く0．6〉   く14．3〉  〈13．6〉  く0．6〉  〈4．7〉  

〈17．4〉  〈0．1〉  く14．2〉  く13．2〉  く1．0〉  〈7．7〉   〈17．5〉               く0．8〉  
総合費用率  14．4  14．1  0．2  1．5   11．3  9．6  1．6  17．0   

（X／WXlOO）  く19．1〉  く18．4〉  〈0．7〉  く3．9〉   く15．2〉  

15・4  ‖・5  
（） （） （）  （） （） （）  

く20・6〉 （二） （） （）   
〈15．5〉  

〈12．5〉  〈12．6〉  く△0．1〉    〈△0．9〉   〈9．7〉  〈9．5〉  く0．2〉  〈1．7〉  

〈13．0〉  く13．2〉  く△0．2〉    く△1．7〉   く10．1〉  く9．6〉  く0．5〉  く4．7〉  

く13．9〉  く△0．2〉  く10．1〉  く9．3〉  く0．8〉  く8．3〉   

費用率  く13．7〉            く△1．4〉                   独自給付     11．3     11．4     △0．1    △0．8  8．0      6．8      1．3     18．9 
（Y／WXlOO）  く15．0〉  く14．8〉  く0．2〉  く1．5〉   〈10．9〉  

12.11 （）  （）  （）   
臥0  6．9  1．1  16．0  

〈16・2〉 （：） （） （）   
く10．7〉  

〈3．7〉  く3．3〉  く0．4〉  く10．9〉   〈4．1〉  〈3．9〉  く0．2〉  〈6．2〉  

く3．7〉  く3．4〉  く0．3〉  〈9．2〉   〈4．2〉  く4．0〉  く0．2〉  く4．8〉  

く3．5〉  く0．3〉  く4．2〉  く3．9〉  く0．2〉  く6．3〉   〈3．8〉                 く9．5〉                   基礎年金  
費用率  3．1  2．8  0．3  10．8   3．2  2．9  0．4  12．4   

（Z／WX100）  〈4．1〉  く3．6〉  く0．5〉  く13．3〉   〈4．4〉  

j 16 3・3  3・5  

（） （） （）  （） （） （）  

く4・4〉 （；…：言；） （）（）   く4．8〉   

平成   億円  億円  億円  ％   億円  億円  健円  ％  

28，470  30，058   △1，588  △5．3   2，454  2，487  △33  △1，3  

29，479  32，247   △2，768  △B．6   2，570  2，606  △36  △1．4  

総合費用  30，775  34，527   △3，752  △10．9   2，700  2，739  △39  △1．4   

（Ⅹ）  32，763  37，204   △4，441  △11．9   2，936  2，878  58  2．0  

3・033  34，843 （≡）（芸：…呂≡）（壬去：）  （）  （） （）   

22，002  23，805   △1，803  △7．6   1，719  1，764  △45  △2．6  

22，905  25，622   △2，717  △10．6   1，812  
独自給付  

1，838  △26  △1．4   

費用  24，037  27，567   △3，530  △12．8   1，911  1，928  △17  △0．9   

（Y）  25，725  29，880  △4，155  △13．9   2，093  2，019  74  3．7  

27，374 ：喜呂…）（喜：≡去冒）（三言：）   2，101  2，119  △18  △0．8   

6，469  6，253  216  3．5   735  723  12  1．7  

6，574  6，625  △51  △0．8   758  768  
基礎年金  

△10  △1．3  

6，738  6，960  △222  △3，2   789  811  △22  △2．7   

（Z）  7，038  7，324  △286  △3．9   842  859  △17  △2．0  

932  7調 （）（王喜ヨ） （）  （）  （）   

く176，426〉  く189，148〉  く△12，722〉  く△6．7〉  く17，777〉   く18，560〉   く△783〉   く△4．2〉  

標準報酬                           く176，435〉  く194，077〉 く△17，642〉   く△9．1〉  く18，016〉   く19，129〉  〈△1，113〉   〈△5，8〉   

く19，005〉   〈20，766〉  く△1，761〉   く△8．5〉  総額 W    く175，486〉  く198，444〉  く△22，958〉   〈△11．6〉  
（）                        15  228，236   263，112  く△34，876〉   く△13．3〉   26，076  29，903  く△3，827〉   く△12．8〉  

〈171，616〉  く202，394〉  〈△30，778〉   く△15．2〉  〈19，275）  く21，359〉  く△2，084〉   く△9．8〉  

16  225，979   271，276  〈△45，297〉   く△16．7〉   26，263  30，722  く△4，459〉   く△14．5〉  

く169，031〉  く208，674〉  く△39，643〉   〈△19．0〉  く19，572〉   〈21，944〉  く△2，372〉   く△10．8〉   

注1く〉は、標準報酬月額ベースの値である。  
注2 地共済の再計算の総報酬ベースは年金数理部会にて換算した。  

注3厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注4 基礎年金費用の実績値の算出に用いる基礎年金拠出金は決算ベースの値である。  
注5再計算の平成16年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担のうち定額分を加算し、国共済と  
地共済の財政調整を反映させた場合の数値であり、年金数理部会にて推計した。  

注6 総合費用とは「実質的な支出一国庫・公経済負担」のことで、総合費用率の算出に使用される。  
注7独自給付費用とは「実質的な支出一国庫・公経済負担一基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除く）」のことで、  

独自給付費用率の算出に使用される。  
注8 基礎年金費用とは「基礎年金拠出金（国庫・公経済負担分を除く）」のことで、基礎年金費用率の算出に使用される。  
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（3）収支比率  

被用者年金の収支比率は、厚生年金は時価ベースで、共済年金は簿価ベースで各   

制度とも平成12～16年度において将来見通しを上回った。国民年金の収支比率は   

時価ベースで平成12年度に将来見通しを下回り、平成13、14年度は将来見通しを   

上回ったが、平成15、16年度は将来見通しを下回った（図表3－3－7、3－3－8）。   

将来見通しとの差を平成16年度についてみると、厚生年金が18．8ポイント（実   

績推計113．6％、将来見通し94．8％）、国共済が6．1ポイント（実績98．3％、将来   

見通し92．2％）、地共済が15．9ポイント（実績93．5％、将来見通し77．6％）、私学   

共済が18．0ポイント（実績86．8％、将来見通し68．8％）それぞれ実績（実績推計）   

が将来見通しを上回っており、国民年金が5．1ポイント（実績95．6％、将来見通し  

100．6％）実績が将来見通しを下回った。  

国民年金を除く各制度で収支比率が将来見通しを上回ったのは、分子の「実質的   

な支出一国庫・公経済負担」が各制度とも将来見通しを上回ったか、下回ったもの   

の、分母の保険料収入額と運用収入額の合計の方が、より大きく将来見通しを下回   

ったことによる。一方、国民年金の収支比率が将来見通しを下回ったのは、分母の   

保険料収入額と運用収入額の合計が将来見通しを下回ったものの、分子の「実質的   

な支出一国庫・公経済負担」の方が、より大きく将来見通しを下回ったことによる   

（図表3－3－9）。  
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図表3－3－7 収支比率   

厚生年金   国共済   地共済   私学共済   国民年金  

年度  
実績ほ慧1見通し  実績l見通し  実績l見通し  実績l見通し  実績一見通し   

平成   ％  ％  ％   ％  ％   ％  ％   ％  ％   ％  ％   

7   69．0   75．1   57．1   55．3   72．5   

8   72．4   76．0   57．3   58．4   59．1   

9   73．8   75．7   57．8   60．6   71．7   

10  80．5   80．8   63．4   64．4   75．6   

84．9   85．1   64．6   67．3   75．3   

12  91．0  83．6  81．8  ’89．3  88．2  72．8  65．5  74．367．0  80．2  82．7   

13  95．2  90．1  78．368．1  

［102．4】［94．5］ 85．5  ［101．4］  ［93．6］  87．8  

14  84．371．0  

［119．2］［111．4］▲ 87．3  ［100．6］  ［10臥2］   ［108．5］  92．3  

15  89．374．7   

［98．3］［97．1］ 9l．6  ［91．3］   ［70．2］   ［82．8］   ［85．7］  96．8  

16   98．3（92．2）  93．5 （77．6）  86．8（68．8）  103．1  

［112．7］［113．6］（94．8）  ［96．9］   ［80．8］   ［78．6］   ［95．6］（100．6）   

注1［］は、時価ベースの値である。  

注2 各共済の時価ベースは、時価ベースの運用収入（参考値）を基に算出したものである。  

注3 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注4 見通しの平成16年度の（）内の数値は、保険料率の違いを除去し、基礎年金拠出金に係る  

国庫・公経済負担のうち定額分を加算した場合の数値であり、年金数理部会にて推計した。  

図表3－3－8 収支比率  

（％）   

120  

7  8  9  10  11   12  13  14  15  16   

注 厚生年金、国民年金の平成13年度以降の値は時価ベースである〔  
（年度）   
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

図表3－3－9 収支比率  

厚生年金   国共済   地共済  

項目  年度          実練≡実習計≡再認算l晶；（①筑②  実練：再計算  差 ：割合  実績：再計算  差 ：割合     ① ！ ②   ①－②・（（D－②）／②  ① ！ ②   ①－②！（①－②）／②  

平成   ％  ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％   ％  ％  ％  ％   

91．0   83．6   81．8  1．8  2．3  89．3   88．2  1．2  1．3  72．6   65．5  7．1  10．8  

13  95．2   90．1  5．1  5．7  78．168．1 10．014．7  

［102．4］［94．5］  鮎．5  9．0  10．6  ［101．4］  

14  97．2   90．9  84．371．0 13．318．7  

収支比率  ［119．2］〔111．4］  87．3   24．1  27．6  ［100．6］   
15  98．0   94．2  3．8  89．374．7 14．619．6  

［98．3］［97．1］  91．6  5，4   5．9  ［91．3］   ［70．2］  

■16   

98・3（…≡二主）（喜：‡）（喜：三）  93・5（写芋：喜）（壬≡：岩）（…喜：三）  

［112・7］［113・6］（冒2：…）（……：…）（……：…）         亡96．9］   ［80．8］  

平成   億円   億円   偉円  億円  ％  億円   億円   億円  ％  億円  億円  億円  ％  

221，574 230，000 238，000  △8，000  △3，4  11，350 11，679  △329  △2．8  28，470 30，058 △1，588  △5．3  

231，240 241，000 253，000 △12，000  △4．7  11，759 12，259  △500  △4．1  29，479 32，247  △2，768  △8．6   

総合費用    244，147 255，000 268，000 △13，000  △4．9  11，96012，655  △695  △5．5  30，775 3も527  △3，752  △10．9  （Ⅹ）    252 

，364 264，000 285，000 △21，000  △7．4  12，33413，360 △1，026  △7．7  32，763 37，204 △4，441 △11．9  

260・875276仰（許諾）（会…≡：冒…2）（会…：≡）  12】118（王…：ミ誌（云壬；冒冒喜）謎芸こ去）  34，843 （）（）（）  
‾▼   

億円  億円  億円  億円  萌  億円   億円   億円  ％  億円  億円  億円  ％  

200，512 218，000 229，000 △11，000  △4．8  10，206  9，964   242   2．4  29，882 31，851 △1，969  △6．2   

保険料    199，360 216，000 234，000 △18，000  △7．7  10，252 10，269   △17  △0．2  29，857 32，681 △2，824  △8．6  収入    202，034 216，000 244，000 △28，000 △11．5  10，13010，534  △404  △3．8  29，656 33，416 △3，760 △11．3   
（Y）    192，425 202，000 247，000 △45，000 △18．2  10，23110，754  △523  △4．9  29，677 34，081 △4，404 △12．9  

194，537202冊（猥謂）（会…旨：322）（会誌喜）  10・218（壬王：昌≡去）今去…喜…）訟…二苧）  29・735（…≡：E三言）（会≡詣（会壬≡：…）  
億円   億円   億円  億円  ％  億円   億円   億円  ％  億円  億円  億円  
43，067 57，000  62，000  △5，000  △8．1  2，499  3，285  △786  △23．9  9，328 14，034  △4，706  △33，5   

38，607   2，104  3，342 △1，238  △37．0  7，87214，640△6，768△46，2  

［26，541］［39，000］ 62，000 △23，000 △37．1  ［1，341］  
運用  6，87015，212△8，342△54．8  

収入  【2，731］［13，000］ 63，000 △50，000 △79．4  ［1，757］   
（Z）   22，884   7，000 15，736 △8，736 △55．5       2，358  3，434 △1，076 △31．3  

［64，232］［70，000］ 64，000  6，000   9．4  ［3，282］   ［16，995】  

16，125  2，109（∃；芸）（（：）  7，534 （）（）（）  

［36・934］［41・000］ぷ：ヲ2写）（会…亘：冒2写）（会…写二≡）   
［13，407］  

億円   億円   億円  億円  ％  億円   健円   億円  ％  億円  億円  億円  ％  

243，579 275，000 291，000 △16，000  △5ニ5  12，704 13，249  △545  △4．1  39，211 45，885  △6，674 △14．5  

237，967   12，356 13，611△1，255  △9．2  37，729 47，321 △9，592  △20．3   

［225，901］【255，000］296，000 △41，000 △13．9  ［11，593］   

保険料収入 と運用収入  36，526 48，628 △12，102  △24．9  

の和   

15  36，676 49，817 △13，141 △26．4   

［256，657］［272，000］311，000 △39，000 △12．5  ［13，513］   〔46，672］  

16   
12・328（三：（：）（：）  37・269（：）（亘：≡呂）（……：≡）  

［231・471］［243・000］謂謂）（禁ぷ）（会……：冒）   
［43，142］   
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

私学共済   国民年金  

項目  年度        実練i再計算  差 i割合  実練i再計算   差 i割合    ①：②  ①－②：（①－②）／②  ①   ②  ①－②：（①－②）／②  

平成   闇■■■■■l  ・－  ・■   ％  ％  ％  ％  

74▼3   67．0    7▼3    10．9  80＿2    82＿7   △2＿5   △3＿1  

13  

［93．6］87．8 5．8  6．6  

14   

収支比率    ［108．2］   ［108．5］  92．3  16．2  17．6   

（X′／WxlOO）  15  

［82．8］   ［85▲7］  96．8 △11．1 △11．5  

16   

［78．6］√   
［95・6］（壬3呂こ≡）（会喜二…）（会喜：…）  

平成   億円  億円   億円  ％   億円   健円   億円  ％  

2，454 2，487  △33  △1．3  18，041 20，000 △1，959  △9．8  

2，570 2，606  △36  △1．4  19，451 21，000 △1，549  △7．4   

総合費用    2，700 2，739  △39  △1．4  20，176 22，000 △1，824  △8．3  
（X）    2，936 2，878  58   2．0  20，64923，000 △2，351 △10．2  

3，033（≡：呂三三）（壬≡）（3：喜）  21躍（雲∋；322）（会壬：三宮冒）（会…：≡）   
億円  億円   億円  ％  億円   億円   億円  ％  

2，429 2，537  △108  △4．3  19，678 20，000  △322  △1．6  

保険料                                               2，461 2，615  △154  △5．9  19，538 20，000  △462  △2．3   

収入    2，586 2，839  △253  △8．9  18，958 20，000 △1，042  △5．2   
（Y）    2，736 2，920 △184  △6．3  19，627 19，000   627  3．3  

2，758 3，000  △242  △8．1  19，354 19，000   354  1．9  

億円  億円   億円  ％  億円   億円   億円  ％  

875 1，175  △300  △25．5  2，828  4，000 △1，172  △29．3  

7831，224△44ユ△36．0  

［1，246］4，000△2，754△68．9  

運用                                                 6671，275△608△47．7   

収入  ［△90］   
［△371］ 4，000 △4，371 △109．3   

（Z）    670 1，329  △659  △49．6  1，523  
【809］   ［4，482〕 4，000   482  12．1  

738（壬ぶも（三三喜）（会芸喜：喜）  

［1，103］   ［2，654］（芸；332）（会主；…芸…〉（会喜…：写）   
鷲円    訂  

■‾‾簡胃■ 億円  硬円    ％  酢「 億円  
3，304  3，712  △408  △11．0  22，507  24，000 △1，493  △6．2  

3，2443，839△595△15．5  

［20，783］24，000△3，217△13．4  

保険料収入                                             3，2544，114△860△20．9   
と運用収入  
の和    ［2，497］   ［18，587］ 24，000 △5，413  △22．6   

（W）＝Y十Z  15  

［3，545］   ［24，108］ 23，000 1，108  4．8  

16   

r3，860］   ［22・009〕≡ヨ3冨冨去芸二三 
（）（）（）   

注1厚生年金の実績推計については、用言副昨説り草生年金の実績推計」の項を参照のこと。  
注2［】は、時価ベースの値である。なお、平成13～16年度の厚生年金・国民年金の実練の［］の値は、旧年金福祉事業団からの承継資産に係る  
損益を含めて、年金資金運用基金における市場運用分の運用実績を時価ベースで評価したものである。承継資産に係る楓益分の厚生年金・  
国民年金への按分は、厚生年金・国民年金の積立金の元本平均残高の比率により按分することにより行っている。  

注3 各共済の時価ベースの運用収入は、年度末積立金の評価損益の増減分等を加減して算出した参考値である。  

注4 再計算の平成16年度の（）内の数値は、保険料率の違いを除去し、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担のうち定額分を加算し、国共済  
と地共済の財政調整を反映させた場合の数値であり、年金数理部会にて推計した。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較  

（4）積立比率   

積立比率は、厚生年金、国共済、地共済で平成12～16年度のいずれも、実績（実   

績推計）が将来見通しを上回った（図表3－3－10、3－3－11）。  

図表3－3－10 積立比率  

厚生年金  国共済  地共済  私学共済  国民年金  

年度  
実績  実績 推計  見通し  実績  見通し  実績  見通し  実績  見通し  実績  実績 推計  見通し   

平成   倍 虐 倍    倍  倍   倍  倍   倍  倍   倍  倍  倍   
7  6．3  7．4  12．2  12．9  4．1   

8  6．2  7．4  12．8  13．0  5．2   

9  6．1  7．6  13．0  12．7  4．8   

10  6．0  7．7  12．6  12．4  4．9   

6．2  7．6  12．4  12．3  5∴l   

12  6．1  7．5  7．2    7．3  7．1   12．4  11．6   11．9  11．8   5．2  6．2  5．8   

13  5．9  7．3  7．0    7．3  6．9   12．3  11，3   11．7 11．7   5．0  6．0  5．8   

14  7．2  6．8   12．011．0  

［5．5］［6．9］ 6．8    ［7．3］  ［4．8］［5．8コ  5．7  

15  11．410．6  

［5．2］［6．6］ 6．5    ［7．1］  ［11．2〕  ［10．8］  ［4．6］［5．5］ 5．5  

16   ケ．2（6．6）   10．9 （10．1）   10．5 （11．5）   4．7  

［5．．2］［6．3］（6．2）    ［7．3］  ［10．9］  ［10．6］  ［4．6］［5．6］（5．3）   

注1［］は、時価ベースの値である。  

注2 厚生年金の実績推計については、用語解説「厚生年金の実績推計」の項を参照のこと。  

注3 国民年金の実績推計とは、再計算結果との比較を行うために、決算数値の年度末積立金に国庫  
負担の繰延べを加えたものである。  

注4 見通しの平成16年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る国庫・公経済負担のうち定額  
分を加算し、国共済と地共済の財政調整を反映させた場合の数値であり、年金数理部会にて推  
計した。  
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第3章◆平成11年財政再計算結果との比較   

これは、積立金の水準が国共済を除き各制度とも総じて将来見通しを下回った  

ものの、分母の「実質的な支出一国庫・公経済負担」がより大きく将来見通しを  

下回ったため、結果として、積立比率は将来見通しを上回ることとなったもので  

ある（図表3－3－12）。なお、私学共済は、12年度は実績が将来見通しを上回った  

が、13年度は将来見通しと同水準であり、14～16年度は実績が将来見通しを下回  

った。また、国民年金は15年度まで実績が将来見通しを上回る差が縮小し、15  

年度には実績（推計）と将来見通しが同水準となったが、16年度には再び実績が  

将来見通しを上回った。  

図表3－3－11積立比率  

7  8  9  10  11  12  13  14  15  16  

注 厚生年金、国民年金の平成13年度以降の値は時価ベースである。  
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図表3－3－12 積立比率  

実績と平成11年財政再計算における見通し  

厚生年金   国共済  
項且  ：年ま  再よ 

半姥  
甜 一 案警世：再芸算 ①②（①．′②   ①②（①′②   

％  ％  

12  6，1  7．5   7．2   0．2   3．1  7．3   7．1  0．2   3．2  
L13   5．9  7．3  7．0  0．3  4．2   7．3  6．9  0．4  6．0   

5．6   7．2  6．8  0．4  6．6  
［5．5】  ［6．9］  6．8  0．1  1．7  ［7．3］  

積立比率  5．5   7．0  6．5  0．5  7．8   

（Y／Ⅹ）  ［5．2〕  ［6．6］  6．5  0．1  1．6  ［7．1］  

1 16 5，3   
7・2  （）（） ）  

［5・2］［6・3］ （言：…）（3：王）（…：去）  ［7．3］   
平成   億円  億円  冊円  債円  ％   贋円  億円  階円  ％  
221，574  230，00D  238，000  △8，000   △3．4  11，350  11，679   △329   △2．8  
231，240  241，000  253，000 △12，000   △4．7  11．759  12，259  △500   △4．1  

喜 三  ＝＝                                                                                                 244，147  255，000  268，000 △13，000   △4．9  11，960  12，655  △695   △5．5   
（Ⅹ）    252，364  264，000  285，000 △21，000   △7．4  12，334  13，360  △1，026   △7．7  
1 16 1 

260・875 276・008（…3…渇（会…≡：冒；2）（会…：≡）  12，118（王芸：去誌（壬謂）芸：去）   
平成   億円  億円  億円  億円  ％   肝円  伊円  債円  ％  

1，347，988 1．716，000 1．722，000  △6，000   △0．3  83，189   82，984  205  0．2  
1，368，804 1，759，000 1．772，000 △13，000   △0．7  85，951  84，542   1，409  1．7  

前年よ兼                                                                                               1．373，934   86，500   85，882  618  0．7   
村立金   

86，747   87，141  △394   △0．5  
15  
16   86，938  87，957  △1，019  △1．2  
［1，359，151］［1．746，000］1．872，000 △126，000   △6．7  ［88，175］   

私学共済  
寒      剤舎   

一手日  年度  地共済      実績  l 再I十算  
平成   ％   ％  

12．4  11．6  0．7  6．3  11．9  11．8  0．1  1．0  
12．3  11．3  0．9  8．1  11．7  11．7   △0．0   △0．1  
12．0  11．0  1．0  8．8  11．4  11．6   △0．2   △1．8  

積立比率  11．4  10．6  0．8  7．7  10．7  11．5   △0．9   △7．4   
（Y／Ⅹ）  ［11．2〕   ［10．8］  

1 16 10・9 ぷ：ミ）（呂：宇）（亨二…）  10・5 （壬王二≡）（会王：呂）（会；二喜）  
［10．9］   ［10．6］   

平成   億円  億円   億円  ％   借円  債円  億円  ％  
28，470   30，058  △1，588   △5．3  2，454   2，487   △33   △1．3  
29，479   32，247  △2，768   △8、6  2，570   2，606   △36   △1．4  

総合1用                                                                                30，775   34，527  △3，752  △10．9  2，700   2，739   △39   △1．4   
（Ⅹ）    32，763   37，204  △4，441  △11．9  2，936   2，878  58  2．0  

: 16 34・843 ：；）（芸；；冨≡）（王墓：≡）  3聞（…：3王三） （）（）   

億円  信円  ％   億円  儒円  価円  ％  平成  億円                              352，346  349，951 2，395  0．7  29，270   29，358   △88   △0．3  
361，507  365，777  －△4，270   △1．2  30，123   30，586   △463   △1．5  

前年よ兼                                                                                369，267  380，852 △11，585   △3．0  30，800   31，822  △1，022   △3．2  
孝I立金  15  

（Y）   ［365，720］   ［31，625］  
16   

［32，242］   

四民年金  

項ヨ  年よ      柵 ≡ 実守什 さ 再芸算 l①竺② 喜（①等′②   
平成   ％  

5．2  6．2  5．8  0．4  6．9  
5．0  6．0  5．8  0．2  3．4  

14  4．9  

積立比率  ［4．8］  【5．8］  5．7  0．1  1．8   

（Y／Ⅹ）  4．8  
［4．6］  ［5．5］  5．5  0．0  0．0  

16  4．7  

［4・6］［5・6］（喜：…）（呂二…）（≡二三）   

平成   億円   億円  億円  億円  ％  
18，041 18，041  20，000  △1，959   △9．8  
19，451 19，451  21，000  △1，549   △7．4  

総合■用                                                20，176   20，176   22，000  △1，824   △8．3   
（Ⅹ）    20，朗9   20，649   23，000  △2，351  △10．2  

16  21，03121・031（……：呂22）（云王：；；：）（会≡：…）   
平J戎   億円  億円  億円  億円  ％  
94，617 113，000  116，000  △3，000   △2．6  
98，208 117，000  121，000  △4，000   △3．3  

前年度末                                                    99，490   
積立金   

田  
16   

［97，160］［117，000］ 126，000  △9，000   △7．1   

注l【】は、時価ペースのⅧである。  

注2厚生年金の実績推計については、用隋解説「厚生年金の実績推れの項を参照のこと。  

注3 ℡民年金の実績椎骨とは、幕計算結よとの比較を行うために、決算致せの年度末積立金に国鷹負担の繰埴べを加えたものである．  

注4 幕折井の平成16年度の（）内の数値は、基礎年金拠出金に係る孤鷹・公経済負担のうち定額分を加算し、国共済と地共済の財政Ⅶ整を反映させた場合の  

数肱であり、年金数一里部会にて稚雷十した一  
往5 総合書用とは「実質的な支出一国鷹・公経済負軌のことで、積立比率の算出に任用される．  

－112 －   




